
２０１８年
１月
発 行

性
不
足
隠
し
等
隠
ぺ
い
体
質
を
み

て
も
、
東
電
に
は
原
発
運
転
の
資

格
が
な
い
こ
と
は
明
ら
か
と
指

摘
。
再
稼
働
は
反
対
す
べ
き
と
県

に
求
め
ま
し
た
。
県
は
、
国
が
判

断
す
べ
き
こ
と
と
従
来
の
答
弁
を

繰
り
返
し
ま
し
た
。

阿
部
県
議
は
、
国
保
財
政
運
営

主
体
の
県
移
管
に
関
し
、
引
き
上

げ
が
見
込
ま
れ
る
市
町
村
に
は
激

変
緩
和
措
置
を
講
じ
、
全
て
の
市

町
村
で
引
き
下
げ
と
な
る
よ
う
支

援
を
求
め
ま
し
た
。
県
は
、
国
が

措
置
す
る
財
源
な
ど
を
活
用
し
、

可
能
な
限
り
国
保
税
の
上
昇
を
抑

え
る
と
答
弁
し
ま
し
た
。

つ
け
よ
う
と
し
て
い
る
と
指
摘
。

介
護
報
酬
の
引
き
下
げ
や
社
会
保

障
の
大
幅
削
減
を
や
め
る
よ
う
国

に
求
め
る
こ
と
、
健
康
対
策
や
子

育
て
支
援
、
障
が
い
者
支
援
な
ど

を
取
り
上
げ
ま
し
た
。

東
電
が
再
稼
働
申
請
を
行
っ
た

柏
崎
刈
羽
原
発
６
・
７
号
機
に
つ

い
て
原
子
力
規
制
委
員
会
が
容
認

し
た
問
題
で
、
原
発
の
メ
ル
ト
ダ

ウ
ン
隠
し
、
免
振
重
要
棟
の
耐
震

阿
部
県
議

は
、
津
波
は

予
見
可
能
で

あ
り
、
対
策

を
怠
っ
た
国

の
加
害
責
任
を
認
め
、
国
の
中
間

指
針
を
上
回
る
賠
償
を
命
じ
た
生

業
判
決
の
意
義
は
大
き
い
と
強

調
。
事
故
収
束
、
賠
償
、
被
災
者

支
援
等
あ
ら
ゆ
る
面
で
こ
の
判
決

を
生
か
し
た
対
応
を
求
め
る
べ
き

と
知
事
に
質
し
ま
し
た
。

国
の
社
会
保
障
の
大
幅
削
減
が

県
民
に
耐
え
が
た
い
痛
み
を
押
し

日
本
共
産
党
福
島
県
議
会
議
員
団

県
庁
内
控
室

福
島
市
杉
妻
町
２
の
１
６

電

話
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12月定例県議会

月
定
例
県
議
会
は
、

月
５
日
か
ら

日
ま
で
の
会
期

日
間
で
開
催
さ
れ
ま
し
た
。

月

12

12

19

15

10

の
総
選
挙
の
結
果
を
受
け
て
、
特
別
国
会
が
開
催
さ
れ
第
４
次
安
倍
内
閣
が
成
立
。
北
朝
鮮
の
核
開

発
と
弾
道
ミ
サ
イ
ル
発
射
強
行
な
ど
緊
迫
す
る
情
勢
の
下
で
の
県
議
会
と
な
り
ま
し
た
。

共
産
党
県
議
団
は
、
代
表
質
問
に
阿
部
裕
美
子
県
議
、
一
般
質
問
に
神
山
悦
子
県
議
が
立
ち
ま
し

た
。
最
終
日
に
は
、
宮
川
え
み
子
県
議
が
議
案･

決
算
へ
の
討
論
を
行
い
ま
し
た
。

阿
部
県
議
は
、
特
別
国
会
の
所

信
表
明
で
安
倍
首
相
が
憲
法
９
条

に
自
衛
隊
を
明
記
す
る
改
憲
の
論

議
を
進
め
る
と
述
べ
た
こ
と
を
指

摘
。
単
に
、
存
在
す
る
自
衛
隊
を

憲
法
で
追
認
す
る
に
と
ど
ま
ら
な

い
こ
と
。
法
の
原
則
は
「
後
か
ら

つ
く
っ
た
法
は
、
前
の
法
に
優
先

す
る
」
と
し
、
９
条
２
項
の
戦
力

不
保
持
は
死
文
化
し
、
狙
い
通
り

武
力
行
使
を
目
的
に
し
た
海
外
派

兵
や
集
団
的
自
衛
権
の
全
面
的
発

動
が
可
能
に
な
る
こ
と
か
ら
、
知

事
に
改
憲
発
議
に
反
対
す
る
よ
う

迫
り
ま
し
た
。

知
事
は
、
国
に
お

い
て
議
論
が
な
さ
れ

る
も
の
と
答
弁
す
る

に
と
ど
ま
り
ま
し
た
。

県内すべての市町村に原告がいる今年10

月10日の生業訴訟判決で、福島地裁は、巨

大地震・津波への対策を怠った国と東京電

力に対し、法的責任を認め断罪しました。

また、国の賠償基準である「中間指針」で

は対象外とされていた県内外の住民に対し

ても賠償範囲を広げました。

県は、避難指示区域外の避難者への住宅無償提供を

今年３月で打ち切り、今議会に明け渡しを求める裁判

・調停の議案を提案しました。避難者を最後の一人ま

で路頭に迷わせないとの立場で支援を継続すべきであ

り、県は議案を取り下げるべきと指摘しました。

党県議団は、現在入居者がいる住宅からの明け渡し

しの議案には反対しました。

米
ト
ラ
ン
プ
大
統
領
が
北
朝
鮮

の
核
・
ミ
サ
イ
ル
開
発
へ
の
軍
事

的
圧
力
の
強
化
や
、
イ
ス
ラ
エ
ル

の
首
都
を
エ
ル
サ
レ
ム
と

認
定
し
た
こ
と
で
、
先
制

攻
撃
が
公
然
と
議
論
さ

れ
、
戦
争
勃
発
の
危
険
性

が
高
ま
っ
て
い
ま
す
。

安
倍
首
相
が
「
１
０
０

％
米
国
と
と
も
に
あ
る
」

と
の
べ
て
い
る
中
で
、
憲

法
へ
の
自
衛
隊
明
記
は
、

ア
メ
リ
カ
の
引
き
起
こ
す

戦
争
に
い
っ
そ
う
組
み
込

ま
れ
る
こ
と
に
な
り
ま

す
。戦

争
で
は
な
く
、
日
本

国
憲
法
９
条
そ
の
も
の
を

生
か
す
と
き
で
す
。



00

座
間
市
で
起
き
た
連
続
殺
人

事
件
で
、
県
内
の
県
立
高
校
３
年

生
が
犠
牲
に
な
っ
た
こ
と
を
受

け
、
10
代
の
若
者
へ
の
自
殺
対
策

等
を
求
め
ま
し
た
。

引
き
こ
も
り
・
不
登
校
支
援
や

子
ど
も
食
堂
運
営
な
ど
子
ど
も

の
居
場
所
づ
く
り
に
取
り
組
む

民
間
団
体
へ
の
財
政
支
援
を
県

に
求
め
ま
し
た
が
、
研
修
費
用
の

助
成
に
と
ど
ま
り
ま
し
た
。

児
童
相
談
所
の
児
童
福
祉
司

配
置
基
準
を
独
自
に
見
直
し
大

幅
増
員
を
図
る
こ
と
や
、
県
内
各

方
部
に
シ
ェ
ル
タ
ー
機
能
を
持

つ
D
V
被
害
者
受
け
入
れ
体
制

の
拡
充
を
求
め
ま
し
た
。

日
本
の
も
の
づ
く
り
産
業
の

信
頼
を
失
墜
さ
せ
た
神
戸
製
鋼

所
、
日
産
・
ス
バ
ル
・
三
菱
自
動

車
、
三
菱
マ
テ
リ
ア
ル
、
東
レ
（
経

団
連
会
長
の
出
身
企
業
）
等
の
不

祥
事
を
厳
し
く
指
摘
。

さ
ら
に
、
原
子
炉
に
も
こ
れ
ら

の
企
業
の
不
適
合
製
品
が
使
用

さ
れ
て
い
た
こ
と
か
ら
、
過
去
に

遡
り
徹
底
調
査
を
求
め
ま
し
た
。

ま
た
、(

株)

ル
キ
オ
な
ど
県
企

宮
川
議
員
は
２
０
１
６
年

度
の
普
通
会
計
決
算
の
討
論

で
、
安
倍
政
権
下
で
福
島
県

民
切
り
捨
て
、
原
発
再
稼
働

推
進
、
安
保
関
連
法
実
施
や

法
人
税
減
税
、
さ
ら
に
社
会

保
障
切
り
下
げ
を
進
め
る
国

政
の
転
換
な
し
に
は
、
県
民

の
暮
ら
し
や
経
済
の
再
生
・

復
興
、
安
全
・
安
心
も
守

れ
な
い
と
主
張
。

自
主
避
難
者
の
住
宅

無
償
提
供
の
打
ち
切
り

や
、
大
型
事
業
や
呼
び
込

み
型
の
事
業
に
多
額
の

税
金
を
投
入
す
る
一
方
、

人
手
不
足
が
深
刻
な
浜

通
り
の
医
療
・
介
護
・
子

育
て
支
援
等
は
不
十
分

と
指
摘
。
第
二
原
発
廃
炉

が
明
言
さ
れ
な
い
中
、
全

国
の
原
発
再
稼
働
に
は

異
議
を
唱
え
ず
、
福
島
原

発
事
故
の
独
自
検
証
も

し
な
い
な
ど
県
民
の
願

業
立
地
補
助
金
や
緊
急
雇
用
対

策
、
中
小
企
業
等
グ
ル
ー
プ
補
助

金
を
め
ぐ
り
不
正
受
給
が
相
次

い
で
い
る
こ
と
を
批
判
し
、
再
発

防
止
を
強
く
求
め
ま
し
た
。

地
方
自
治
法
の
改
正
に
よ
り
、

県
は
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー

に
準
ず
る
団
体
の
実
態
調
査
を

昨
年
よ
り
実
施
し
、
今
県
議
会
で

県
が
要
綱
・
基
準
策
定
を
す
る
と

答
弁
。
県
内
で
は
、
郡
山
市
が
今

年
７
月
に
初
め
て
要
綱
を
策
定

し
ま
し
た
。

12/19 討論にたつ

宮川えみ子県議

障がい者差別解消法施行を受け、県は今年度中に障がい者対策

基本条例、手話言語条例を制定する方針を明らかにしました。

神
山
県
議
は
、
東
海
第
二
の
老
朽
原
発
20
年
延
長
や
大
飯
原
発
の
再
稼
動
中
止

を
国
へ
求
め
よ
と
知
事
に
質
し
ま
し
た
。
ま
た
、
復
興
公
営
住
宅
の
家
賃
減
免
、

補
助
金
等
を
め
ぐ
る
不
適
正
事
件
、
雇
用
や
中
小
・
小
規
模
企
業
支
援
、
教
員
多

忙
化
解
消
、
県
立
高
校
統
廃
合
問
題
、
田
村
市
の
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
発
電
に
つ
い

て
質
問
し
ま
し
た
。

神山悦子(郡山市)阿部裕美子(伊達市・郡)宮川えみ子(いわき市)宮本しづえ(福島市)吉田英策(いわき市)

国の制度を受けて、福島県でも低所得の若者の単身者や

高齢者、障がい者向け民間賃貸住宅への家賃補助制度がス

タートします。賃貸住宅所有者が、県または中核市に登録

し、実施主体の市町村が補助する際に国が２分の１の月額

２万円を限度に補助。国と市町村合わせて最高４万円まで

補助します。共産党県議団が早期の実施を求めていたもの

で、市町村での制度化が求められます。

特別支援学校について、伊達・安達・南会津に新設する

方針を今議会で初めて表明。早期実現へ力を合わせます。

教育署名・請願意

見書の提出を受け、

教員多忙化解消の

ため正規教員の増

県内の５割以上の中小業者は売り上げが回復せず、消費税を転嫁できな

い事業者も３割を超すなど厳しい経営の中、国保税滞納世帯には厳しい取

り立てが行われています。昨年度の差し押さえは全県で１万３，０００件

を超える一方、納税猶予の適用件数は僅か３件です。

大企業への法人税減税分は溜め込まれ内部留保金は４１３兆円にも達し

ています。国は、２０１９年１０月に消費税を増税して教育、子育て支援

の財源にする方針ですが、社会保障の財源は金余りの大企業や富裕層にこ

そ応分の負担を求めるべきです。

11/29 高齢者の就労対策や緊急雇用対策

について県へ要請する建交労の皆さん

い
に
向
き
合
っ
て
い
な

い
と
述
べ
、
決
算
を
不
認

定
と
す
べ
き
と
主
張
し

ま
し
た
。

議
案
へ
の
討
論
で
は

「
米
の
価
格
下
支
え
制

度
を
求
め
る
意
見
書
」
に

つ
い
て
は
国
が
来
年
度

か
ら
直
接
支
払
交
付
金

を
廃
止
し
、
需
給
調
整
か

ら
完
全
に
手
を
引
く
と

し
て
い
る
中
、
農
家
や
地

域
経
済
を
守
る
た
め
に

も
必
要
と
述
べ
ま
し
た
。

員、全国・県の学力テストの中止、小中の特別支援教育支援員の増

員、部活動の見直し、２０１９年からの小学校外国語教育導入につ

いても教員の負担軽減を求めました。また県立高校の統廃合計画素

案においては地域の実情や住民合意を前提とするよう求めました。

小学校新入学児童に対し、就学援助制度の入学準備金を前倒し支

給する自治体が５４市町村に広がりました。

★これらは共産党県議団が繰り返し求めてきた課題であり、県

民運動の大きな成果です。

12/12 一般質問する

神山悦子県議

居
住
実
態
の
あ
る
津

波
・
原
発
被
災
者
の
住
宅

追
い
出
し
や
県
議
会
議
員
や

知
事
等
特
別
職
の
期
末
手
当

引
き
上
げ
に
は
反
対
、「
憲
法

９
条
の
改
定
に
反
対
す
る
意

見
書
」
は
可
決
す
べ
き
と
討

論
し
ま
し
た
。

12/5「ゆきとどいた教育を求める署名福島県
実行委員会」の皆さんが１万９千筆を超える

教育署名を議長へ提出


